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埼玉県における難病患者への災害対応 1

1.平常時からの備え

2.災害時の対応

3.在宅ALS患者の安全確保に関する協定



１．平常時からの備え 2

保健所による訪問指導等保健所による訪問指導等

在宅療養中の方が、安心して療養生活を送れるように、保健所の保健師等が家庭訪問や
電話、所内での面接などにより、家庭での療養上のご相談に応じています。

面接での相談面接での相談交流会等の実施交流会等の実施バッテリーの充電状況等の確認バッテリーの充電状況等の確認
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GISによる災害リスクの確認GISによる災害リスクの確認

GIS（地理情報システム） を活用した難病患者ハザードマップシステム（NHAMs）を導入
令和3年12月より各保健所に導入し、各保健所でプロットを開始。

（例）浸水継続時間
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データの種類
洪水浸水想定区域（想定最大規模）
洪水浸水想定区域（計画規模）
浸水継続時間（想定最大規模）
家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）
家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）
土砂災害警戒区域（土石流・急傾斜地の崩
壊・地すべり）
土石流危険渓流
急傾斜地崩壊危険箇所
地すべり危険箇所

2015年の水防法改正に伴い作成された想定最大規模の
洪水（1000年に1回）の洪水浸水区域についても掲載

※計画規模:従来の想定、100年や200年に1回の洪水
※想定最大規模: 1000年に1回の洪水

取り込んだハザードマップ取り込んだハザードマップ

秩父地域などの山間部も想定
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災害対策基本法に基づく市町村への情報提供災害対策基本法に基づく市町村への情報提供
 市町村では、「災害対策基本法」に基づき、避難行動要支援者を対象に、「避難行動要支援者名簿」
を作成。

 また、災害時に迅速かつ適切な避難が行えるよう、避難行動要支援者ごとに具体的な支援方法を
検討し「個別避難計画」を作成。
 県は、 「避難行動要支援者名簿」作成に必要な難病患者情報を、市町村の求めに応じ提供。

避難行動要支援者

避難行動要支援者名簿

個別避難計画

県は、求めに応じ、作成に
必要な情報を提供

要介護状態の高齢者や障害のある方など自ら避難すること
が困難で特に支援が必要な方

地域防災計画により、避難の支援や安否の確認、その
他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保
護するために必要な支援を行うための名簿

災害発生時に円滑に避難するため、個別の状況に応じ
た避難支援を行う者や支援上の留意点、避難方法や避
難場所、避難経路など各市町村が定めた内容を記載し
た計画



令和４年度から
２０か所に拡大！
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在宅難病患者一時入院事業在宅難病患者一時入院事業

埼玉県と委託契約している医療機関に一時的に入院できるレスパイト目的の事業です。
令和3年度から災害時に備えた避難的な入院についても事業の対象としました。

一時入院先医療機関一時入院先医療機関

台風接近

電源

自宅

接近前に入院

埼玉県マスコット

「コバトン＆さいたまっち」
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在宅難病患者一時入院事業在宅難病患者一時入院事業
　　　在宅難病患者一時入院事業　受入医療機関（R4.4.1現在）

南部地域
南西部地域
東部地域
県央地域
川越比企地域
西部地域
利根地域
北部地域
秩父地域
さいたま

嵐山町

さいたま市川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町

白岡市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市
三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町
桶川市

北本市
吉見町

川島町

坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

蓮田市

● ●

●

●

●

シャローム病院

国立病院機構東埼玉病院

埼玉医科大学病院

飯能靖和病院

埼玉県総合リハビリテーションセンター

●

埼玉精神神経センター

●

自治医科大学附属

さいたま医療センター

●

狭山神経内科病院

●

国立病院機構埼玉病院

●

埼玉医科大学総合医療センター

●

富家病院

●

白岡中央総合病院

●

秩父第一病院 ●

●

●

●

●

南古谷病院

朝霞厚生病院大生病院

十善病院

深谷赤十字病院

●

三愛会総合病院

●
新越谷病院



２．災害時の対応 8

災害時における安否確認災害時における安否確認

災害時、厚生労働省からの指示を受け、
保健所において在宅人工呼吸器装着
の安否を確認しています。

気象庁が発表する注意喚起

災害対策基本法が改正され、令和3年5月20
日から避難指示で必ず避難となりました。（避
難勧告は廃止）
また、氾濫危険情報は、水位の急激な上昇が
予測された場合などにも発表されるようになりまし
た。

本県では気象庁の早期注意情報やキキクル
（危険度分布）、ハザードマップを確認し、
風水害予測時は注意喚起等を行っております。

気象庁資料を一部修正
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日本ALS協会埼玉県支部、人工呼吸器メーカー、埼玉県、及び東京電力

パワーグリッドで、必要な範囲内で個人情報を利用することについて、ALS患

者は、主治医と予め面談し、同意を得た上で、同意書を提出することを想

定。

概 要概 要

災害時において、ALS患者の情報を人工呼吸

器メーカー、県が共有し、ALS患者の安全を確

保する旨の協定を日本ALS協会埼玉県支部、

人工呼吸器メーカー及び埼玉県において締結す

る。

台風

豪雨 豪雪

地震

ALS患者

埼玉県

人工呼吸器
メーカー

安否確認

（事前）
情報提供に
関する同意

安否情報
提供

(日本ALS協会埼玉県支部）

※これまで
県も独自に
安否確認を
実施

東京電力
パワーグリッド

協定協定

・チェスト㈱
・㈱東機貿

・㈱フィリップス・
ジャパン

・フクダライフテッ
ク関東㈱

※五十音順

災害対策基本法
指定公共機関

【参考】
災害対策基本法

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務）
第六条 （略）

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、そ
の業務の公共性又は公益性にかんがみ、それ
ぞれその業務を通じて防災に寄与しなければ
ならない。

連携
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人工呼吸器
メーカー

安否確認・バッテリー貸出

安否情報
提供

ALS患者
(日本ALS協会埼玉県支部）

必要に応じて
安否確認を実施

東京電力
パワーグリッド

埼玉県
（疾病対策課）

・チェスト㈱
・㈱東機貿
・㈱フィリップス・
ジャパン
・フクダライフテック
関東㈱

※五十音順

災害対策基本法
指定公共機関

県内保健所
情報共有

⾧時間停電
発生時等に
連絡

市町村
（市町村災対本部）

情報提供

ALS患者の事前同意
時点で、情報を共有

【予期できない災害の場合や緊急性の高い場合】
・県内で震度５弱以上の地震が発生
・県が生命維持に危険が及ぶと判断した場合 等

個人情報共有の同意

必要に応じて救助

消防本部

密接に
連携

緊急
通報

・要救助者
・安否不明者

連携

災害発生時

予期できない

「災害時における停電復
旧の連携等に関する基本
協定」（R2.8.6締結）
に基づき連携可能

・協定締結後に、危機管
理防災部から消防本部
に周知
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令和３年１１月 埼玉県難病対策協議会

令和４年１月 第１回災害時取組に関する情報交換会

（出席:人工呼吸器メーカー、ＡＬＳ協会事務局、埼玉県）

令和４年５月 第２回災害時取組に関する情報交換会

（出席:人工呼吸器メーカー、ＡＬＳ協会事務局、東京電力パワーグリッド、埼玉県）

令和４年６月 ＡＬＳ協会埼玉県支部総会にて、患者団体として協定締結の意思決定

令和４年８月 協定締結式（8/26 庁議室）

出席者:ＡＬＳ協会埼玉県支部

（中村支部⾧（ＡＬＳ患者）・介助者数名、丸木事務局⾧）

人工呼吸器メーカー ４社

埼玉県（知事、保健医療部⾧ほか）

令和４年１０月 県内のＡＬＳ患者さん宅にチラシを配布し、協定について周知

協定に至るまでの経過協定に至るまでの経過


